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１．はじめに 

 

平成 12年度に交通バリアフリー法が施行され、公共

交通施設のバリアフリー化が推し進められているが、

高齢者・障害者も含めた利用者の利便性向上を定量化

した上で旅客施設改善の必要性を評価するための理論

体系や、整備の優先順位を決定するための方法論はま

だ確立されていない。また、移動抵抗、すなわち移動

に要する一般化費用の構造に関する研究についても、

健常者については既に多くの蓄積があるものの、高齢

者や障害者については理論的にも実証的にも明らかに

されていない。 

そこで、本研究では、健常者・高齢者・障害者など、

属性毎の交通行動・交通需要の特徴を明確化した上で、

各々の移動に要する一般化費用の違いを考慮したバリ

アフリー化による経済効果の計測理論の確立を目的と

する。その際、施設整備の効率性だけではなく、施策

によって顕在化する潜在交通需要（以下、潜在需要）

の存在を考慮することは非常に重要であるため、顕在

需要と潜在需要ならびに一般化費用の関係を理論的に

明確にしたうえで、経済評価のための方法論を示す。 

 

２．移動抵抗（一般化費用）の理論 

 

移動に要する一般化費用など移動抵抗の定量化の考

え方に関しては既存の研究においても多く述べられて

おり、運賃や移動時間だけでなく、肉体的負担や心理

的負担についても考慮されており、多くの研究におい

て、単位時間当たりの移動に要する抵抗を定量化した

原単位（時間価値１）、等価時間係数２）、乗換行動コス 

 

 

 

 

ト３）、など）と移動に要する所要時間の積により移動

抵抗を定量化している。さらに肉体的あるいは心理的

負担を考慮することにより、水平歩行や階段昇降とい

った各行動の抵抗の違いを定量化している。また、移

動時間に関しても属性による移動速度の違いや混雑に

よる移動速度の変化を考慮した研究も見受けられる。 

本研究では、人が移動する際の抵抗やバリアフリー

化によってどれだけ抵抗が減るかを定量化するために

抵抗を貨幣タームで表した一般化費用を用いる。 

ある一つのルートの移動を考えた際、そのルート移

動の一般化費用 )(Zmf （m：属性の種類）は属性ごと

に異なり、健常者、高齢者、肢体不自由者、視覚障害

者、聴覚障害者、音声言語障害者、内部機能障害者な

ど、それぞれの属性ごとに固有の一般化費用が存在し

ていると考えられ、以下のように定義する。 
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Z：ルート特性ベクトル  nｚ ：ルート特性nの値 

0ｚ ：交通サービスの価格（円） 

e：１ルートあたりのエネルギー消費量(cal) 

V ：エネルギー価値(円/cal)
 
 

a ：パラメータベクトル  nα ：ルート特性 nのパラメータ 

 
ルート特性ベクトル Zは、ルート上に存在する階段

やエレベーターなどの移動形態をそれぞれ定量化し、

ルート特性別にルート全体で総計したものである。表

－１にその例を示す。また、１ルートあたりのエネル

ギー消費量 eは、階段や待ち時間など各ルート特性に
対する各属性の抵抗を表したパラメータ nα 、通過する

各ルートによって決められるルート特性 nz の積の総

和で表される。そして、エネルギー価値V を用いてeを 
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Z  特性 （例） 
z1 上り階段 5m（高低差） 
z2 水平歩行距離  500m 
z3 エレベーター  20秒 
z4 エスカレーター  0秒 
z5 上りスロープ  30m（角度 6%） 
z6 待ち時間 150秒 

 

貨幣換算したものと、価格の総和が各ルートの一般化

費用となる。 

さらに、一つのＯＤトリップにおいては複数のルー

トが存在するため、各ルートにそれぞれ固有のルート

特性が存在することになる。全ルートの中で最も小さ

い一般化費用のルートを選択すると仮定すると、ルー

ト特性 Zと OD トリップの一般化費用 Pmの関係は次

のようになる。 

)(min ZmZm fP =
                  

(5) 

このように考えると、バリアフリー化によってルー

ト特性ベクトルが AZ から BZ に変化することにより、

一般化費用が )( AZmf から )( BZmf に変化し、一般化費

用の値が減少することを表現することができる。 

 

３．バリアフリー化による需要変化の理論的考察  

 

既存の研究において、潜在交通需要は「外出したく

てもできなかった交通（トリップ）」４）とされている。

トリップの潜在化には様々な要因があると思われるが、

本研究で考慮する所得制約、エネルギー制約を踏まえ

ると、トリップの一般化費用が高いため需要が潜在化

していると捉えることができる。一方、交通行動を起

こす代わりとして、代替サービスの需要（代替需要）

が発生していると考えられる。そこで本研究では代替

サービスを、生活を営むうえで必要不可欠な食事支給

などのデイサービスであると仮定する。 

以下、交通サービスとデイサービスの消費量の決定

モデルを考える。交通サービスの消費量（訪問回数）

を X 、デイサービスの消費量（サービス消費回数）を
Y とするとき、各々の消費量は以下のような所得制約
とエネルギー制約のもとでの効用最大化問題になると

考えられる。ただし、デイサービスの消費の際にはエ

ネルギーを消費しないものとする。 

U=U(X,Y)→max             (6) 

s.t. IqYXz ≤+0
             (7) 

  EeX ≤                (8) 
 

0ｚ ：交通サービスの価格（円） 

q：デイサービスの価格（円） 

I ：所得（円） E：所有エネルギー（cal） 
 

この効用最大化問題の式を簡易化するため、ルート

特性を価格と上り階段の２変数のみで表現できるとし、 

*0 1111 zzatze <≤= α        (9) 

11* zzate ≤+∞→          (10) 

という仮定を置く。 1z は上り階段の高低差を表す値で
ある。eと 1z の関係を下図に表す。 

 

 

 

 

 

 

  

 

ここで、階段の高低差と共にエネルギー消費量は比

例的に増えるが、ある高低差 z1*以上の高低差の移動は

不可能になるという仮定を置いた。これは、エネルギ

ー消費量 e は理論的には比例もしくは指数関数的に増

えていくが、現実的には車椅子利用者が自力で昇降で

きないケースや、あまりの高低差に高齢者も昇降をあ

きらめるというケースも考えられ、心理的な判断を含

めて z1*以上においては移動が不可能という限界値を

想定するためである。 

今、バリアフリー化施策の実施により上り階段の高

低差が z1
Aから z1

B（＜z1*）に減少し、エネルギー消費

量が eAから eB(＜e*)に減少したとする。 

以下、交通サービスとデイサービスの消費量が予算

制約とエネルギー制約のどちらの制約によって決定し

ているかによって場合分けを行って考察を進める。 

 

（１）予算制約により２財の消費量が決まる場合（X1＜E/e） 

（X1,Y1は等効用曲線 U1と予算制約線の接点） 

X1＜E/eにおいては、図－２に示すように予算制約に

よって最適解が決まり、バリアフリー化により e が減

少しても、X,Y の消費量は変化しないが、その分のバ

高低差 
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エネルギー消費量
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図－１ ルート特性とエネルギー消費量の関係 
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表－１ ルート特性 Z の例 



リアフリー化の効果はエネルギーの余剰の増加として

表れる。これは、一般化費用の減少という形で計測可

能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）エネルギー制約によって２財の消費量が決まる場合

（X1＞E/e） 

エネルギー制約線 eEx = はバリアフリー化により

値が変わるが、式(9)、(10)より 0<e<e* or e→+∞であ

るので、E/e→0 or E/e*<E/e<+∞となる。そこで、エネ

ルギー消費量 eの値でさらに場合分けを行う。 

 

（ａ）交通需要が顕在化している場合（eA＜e*） 

図－３はエネルギー制約により最適解が求まるケー

スである。バリアフリー化によりエネルギー消費量が

eAから eBに減少するとエネルギー制約線は AeEX =

から BeEX = へと変化するので、E/eB－E/eAが需要の

増加分となる。 

ルートの一般化費用を比較すると fn(z1
A)＞fn(z1

B)とな

り、P=f(za
B)がトリップの一般化費用となる。バリアフ

リー化によりエネルギー制約線が変化し続ければ、最

適解も変化し続けるが、効用関数が予算制約線に接す

る点以降は最適解は変化しない。（図－２のケース）こ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の場合のバリアフリー化の効果は通常の消費者余剰法

で計測可能である。  

 

（ｂ）交通需要が潜在化している場合（eA→+∞） 

z1
A＞z1*の時、 +∞→Ae よりエネルギー制約線は図－

４のように Y軸に限りなく近く、交通の需要は皆無と

なっている。この時、効用最大化問題は以下のように

なる。 

U=U(0,Y)→max      (6’) 
s.t. IqY ≤        ( 7 ’) 

 
バリアフリー化によって、高低差が z1

Aから z1
B（＜

z1*）に減少した時、初めて需要が発生することになり、

例えば、車椅子利用者がルート中に段差が存在するた

め、移動することが不可能な状況であったのが解消さ

れ、潜在化していた需要が顕在化したケースである。

潜在化していた需要の顕在化分は、E/eBとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．バリアフリー化による余剰の計測手法  

 

３．を踏まえて、交通サービス、デイサービスの消

費量と交通の一般化費用の一般的な関係を図－５に示

す。ここで、 BB eEx = 、 IqYXz =+0 より 

qIY A =  

( ) qeEzIY BB
0−=  

 
また一般的に、以下のことがいえる。 

１．交通サービスの消費者余剰は、一般化費用減少分

の区間で需要関数を積分して求められる。 

２．一般化費用 )(Z*f （choke price）において、両需

要関数は不連続であり、それ以下において交通需

要が発生する。 
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図－２ ２財の選好関係（ eEX ≤1 ） 
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図－３ ２財の選好関係（e＜e*） 
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図－４ ２財の選好関係（ 0→eE ） 
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３． )(Z*f 以上のままでは、バリアフリー化による余 

剰は発生しない。 

４． )( 1Zf 以下におけるバリアフリー化では、需要の

変化は生じない。エネルギー余剰のみ増加する。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 例えば、潜在需要が顕在化する３．における（２）

（b）のケースでは、バリアフリー化により、一般化費

用は )( AZf （≧ )(Z*f ）から )( BZf へと減少し、消費

者余剰の増分は )()( BZZ* ABff で囲まれる面積となる。 

 

一方、デイサービスの余剰変化を考えるために、デ

イサービスの価格Qとサービス消費回数Y の関係を図
－６に示す。 

デイサービスの価格 Qが政策的に市場均衡によって

決まる価格より低く q と決められており、価格変化が

ないという仮定を置く。デイサービスの需要関数は交

通の一般化費用 )(Zf とデイサービスの価格 Qで決ま 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

り、 )),(( Qfg Z と表され、供給関数はデイサービスの

価格で決まり、h(Q)と表される。 

バリアフリー化によりルート特性が AZ から BZ へ
と 変 化 す る と 、 デ イ サ ー ビ ス の 需 要 関 数 が

)),(( Qfg AZ から )),(( Qfg BZ へと変化し、消費量が

YAから YBへと減少し、面積 QA AB QBが消費者余剰の

減少分となる。また生産者余剰は台形面積 ABCDの増

分となる。ここで消費者行動に変化がおきているとい

う現象を踏まえると、デイサービスの消費者余剰の減

少分と交通の消費者余剰の増分の和は必ず正であるこ

とがいえる。 

以上より、バリアフリー化の効果は交通サービスの

消費者余剰の増分とデイサービスの消費者余剰の減少

分と生産者余剰の増分の和で計測する必要がある。 

 

５．おわりに 

 

本研究では、まずバリアフリー化の経済評価を行う

際に必要となる一般化費用の考え方について述べた。

そして、潜在需要の顕在化を考慮するために、交通サ

ービスと代替サービスの２財の消費量の関係を効用最

大化問題で表した。さらに、消費者余剰法の考え方を

用いて２財の余剰変化をそれぞれ計測するという、バ

リアフリー化の効果計測理論を提示した。 

本研究で示した評価理論は、予算制約線の変化によ

る効用水準の変化を考慮することにより、デイサービ

スへの補助政策とバリアフリー化施策との比較分析へ

の容易な拡張が可能である。 

今後は、提示した理論の実証分析への適用を目指し、

時間制約の考慮や交通需要が潜在化する際の一般化費

用の算出などに取り組んでいきたい。 
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